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 新年あけましておめでとうございます。本年がみなさまにとって良い年となりますよう、お祈りいたします。 

今年は３年ぶりの行動制限のない年末年始でしたが、人込みを避けて、忘新年会を欠席し、自宅以外の屋内での

マスク着用と手指消毒を徹底したくらいで、例年の年末年始とあまり変わらなかったのではと思います。引き続

き感染症予防対策を「通常」のこととして、平常心で今年１年を過ごせればと思います。 

今年は、男子ラグビーのワールドカップがフランスで開催されますね。２０１９年は日本で開催されて盛り上

がりましたが、昨年の男子サッカーワールドカップのように海外開催でも盛り上がればよいですね。本年もよろ

しくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 雇用保険料率について 

 労働時間法制について 

 新型コロナ関連の助成金について 

 

政府は雇用保険料率を現在の１．３５％を今年４月から１．５５％に引き上げることを正式に決定しまし

た。労働者の料率を０．５％から０．６％に、事業主の料率を０．８５％から０．９５％に引上げられます。

コロナ禍で雇用調整助成金の支給が増え雇用保険の財源不足が問題となっていることを踏まえ、これまで暫

定的に引き下げていた料率を原則に戻します。 

雇用保険料率について 

新型コロナ関連の助成金について 

 厚生労働省は、２０２０年４月以降のコロナ禍で生じた休業を対象として新設された新型コロナウイルス

感染症対応休業支援金・給付金と緊急雇用安定助成金につきまして、企業の業績が回復してきたことを受け

て、２０２３年３月末に廃止する方針を明らかにしました。 

厚生労働省の労働政策審議会は裁量労働制の見直しにつきまして、銀行又は証券会社において、顧客に対

し、合併、買収等に関する考案及び助言をする業務を専門型の対象業務を追加することが適当であるとし、

裁量労働制を適用する場合の本人の同意を専門型においても義務とすることが適当であるとする内容を含

む報告書を公表しました。 

労働時間法制について 


